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の規制を東京で考えていいのかという

意見が、前々から自民党内にありまし

た。あるいは党のデフレ対策でも、特区

のようなものを設けてはどうかという意見

が出ていました。デフレからの脱却には

需要の喚起が不可欠ですが、そのため

には特別に場所を限定して、そこで規制

改革を大胆に進め、民間の活力を解き

放とうということです。

さまざまな理由から規制改革を求める

声は大きいものの、その一方で、規制の

必然性を主張する立場からの意見も強

くて、なかなか規制緩和が進まない領域

があります。そこで地域を限定してやっ

てみてはどうかと、いわば規制改革を進

新しい日本をつくる
構造改革特区
という風穴

構造改革特別区域法が昨年12月11日、可決成立した。
規制改革を進める切り札として期待される
構造改革特区について、自民党内で同法案に関する
意見集約にあたられた参議院議員・林芳正氏にうかがう。

林 芳正氏
参議院議員／自由民主党行政改革推進本部事務局長
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モチベーションとなるメニュー

反町 昨年末の臨時国会で、構造改革

特別区域法（以下、特区法）が成立しま

した。自民党の構造改革特区推進に関

する特命委員会（野呂田芳成委員長／

以下、特命委員会）の事務局長代理とし

て、特区に関する党の意見の取りまとめ

にあたられた林先生にお話しをうかがっ

てまいりたいと思います。まず、特区とい

う構想はどのように発案されたのでしょ

うか？

林 例えば農業などは、北海道と九州で

は気候風土からして違いますし、諸々の

条件もまったく異なるわけで、全国一律

※1 学校教育法：昭和22年3月31日公布。同年4月1
日施行。憲法に基づき、学校教育制度の基本を
定める法律。

※2 農地法：昭和27年7月15日公布。同年10月21
日施行。平成13年6月29日最終改正。耕作者の
農地取得の促進、その権利の保護、土地の農業
上の効率的な利用を図るための農地関係の調整
などを定めた農地に関する基本法。



める一つの方法論として出てきた構想

です。

反町 制度の性格からして自治体が積

極的に活動しなければ意味がないわけ

で、規制改革のメニューをそろえるにあ

たってご苦労されたのでは？

林 どのようなメニューであれば、自治体

が積極的にこの制度を用いるモチベー

ションになるのかが重要だということで、

設計の初期の段階で、全国の自治体に

アイデアを募集しました。それを受け、そ

れぞれの規制を担当する省庁と折衝し

た上で、今回のメニューを策定したわけ

です。学校教育法※1や農地法※2など分

野別の14の法律（表参照）に特例を設

け、その他76項目の政令や省令上の特

例措置は、それらの改正で対応するか

たちでまとめて、今年4月1日から正式に

申請していただく運びとなりました。

特命委員会の役割

反町 政府は、首相を本部長とする構

造改革特別区域推進本部を発足させま

した。自民党の方では、林先生が参加

されている特命委員会を立ち上げたわ

けですが、この特命委員会とはどのよう

な性格の組織なのでしょうか？

林 わが党が法案を検討するときの手

続きの流れは、まず政務調査会の各部

会で法案を承認してから、政務調査会

全体で審議会を通し、総務会にかける

というものです。それまで部会単位で進

めていたのですが、近年二つの省庁に

またがるような法案や、省庁横断的に検

討しなければならない法案が多くなって

います。そういうとき、いろいろな部会で

バラバラに検討するのは大変だというこ

とから、党としての受け皿と言いますか、

そのような法案の審議を進めるための組

織として設けたものです。

反町 政務調査会の中にあって、部会

横断的な性格を持つ組織であり、党とし

てのコンセンサスを取りまとめ、特命委員

会が他の部会との調整を図り、審議をス

ムーズに進めるということでしょうか？

林 そういうことです。特命委員長は政

務調査会長が任命します。特命委員会

は、昨年の夏に設置されました。

反町 特区以外には、どのようなテーマ

を特命委員会というかたちで検討されて

いますか？

林 相沢英之先生が委員長を務められ

ているデフレ対策特命委員会があります

し、食品の安全も厚生労働省と農林水

産省にまたがる問題ということで、特命

委員会を組織しています。あるいは産業

再生については「自民党・産業再生に

関するプロジェクトチーム」というかたち

ですが、特命委員会に類する組織で検

討しています。

反町 特区について、強い抵抗を見せ

る省庁もあったのではないかと思います

が、特命委員会は、それについてどのよ

うな対応をされたのでしょうか？

林 党内調整ということで、最初から関

係する部会の部会長に役員として入っ

ていただきました。各部で十分議論して

いただいて、それをまとめるかたちにし

たわけです。先生方には、役所の説得

にお骨折りいただきました。農林分野な

どは当初、ゼロ回答かなと思っていまし

たが、最終的には予想以上に踏み込ん

だかたちになりました。文教関係も、これ

までは頭から否定するようなスタンスで

したが、まあまあの線が出てきたのでは

ないかと。個人的には厚生労働の分野

が一番きつかったかなと思います。

もちろん、100％満足できる内容ではな

い、というご批判はあるでしょうが、とにか

く法案というかたちに意見を集約するこ

とはできました。特命委員会で進めたこ

とで、内閣と党が鋭く対立するという、最

近ありがちな、と申しますか、そういう図

式には陥らずに済んだのではないかと

思っています。

反町 特命委員会としては法の成立を
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特例を設ける14の法律表

1. 学校教育法
幼稚園入園年齢制限の「満三歳に達する年度」への緩和

2. 職業安定法
都道府県立の農業者研修教育施設の長の届出による無料
職業紹介事業の実施

3. 市町村立学校職員給与負担法
市町村教育委員会による市町村費負担教職員の任用の制
度化

4. 港湾法
行政財産である港湾施設の民間への貸付け可能化

5. 出入国管理及び難民認定法
外国人の在留資格で可能な活動範囲の拡大及び外国人
研究者の在留期間の延長

6. 農地法
農業生産法人以外の法人の農業への参入を容認

7. 関税法
通関業務の時間外手数料である臨時開庁手数料の見直し

8. 老人福祉法
特別養護老人ホームの設置主体及び経営主体として公設
民営方式又はPFI方式により株式会社を容認

9. 社会保険労務士法
社会保険労務士の業務に、労働契約の締結、変更及び解
除の代理の業務を追加

10. 電気通信事業法
地方公共団体が専ら卸電気通信役務を提供する場合にお
ける事業許可の届出化と卸電気通信役務契約届出の免除

11. 研究交流促進法
国立大学等の試験研究施設・敷地の民間企業による廉価
使用の対象範囲の拡大

12. 特定農地貸付けに関する農地法の特例に関する法律
特定農地貸付けによる市民農園の開設主体を地方公共団
体及び農業協同組合以外の者に拡大

13. 大規模小売店舗立地法
中心市街地の活性化のための大規模小売店舗の新設及
び変更の際の手続きの簡素化

14. アルコール事業法
再生資源を利用してアルコールを製造する場合、アルコー
ル事業法に基づく流通管理を行わないことを容認（新エネ
ルギー・産業技術総合開発機構による一手購入販売譲渡
規制の緩和）

出所：構造改革特区推進本部事務局ホームページ
（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kouzou/index.html/）
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できる仕組みをつくったということです。

仕組みに応じて自治体が首相に申請

し、認められれば、そこに特区ができる

ということであって、沖縄の金融特区の

ようにあらかじめ特定の地区を念頭に

置いて、その地区のために特別な措置

を講ずる特別法的な法律ではありませ

ん。

反町 合理的な理由をもって実質的な

平等を図ることになるわけですが、法の

下の平等はどのように担保されるのでしょ

うか？

林 今回の法律のねらいは、全国ベー

スではなかなか合意に至らない規制改

革について、自治体で合意してもらうと

いうことです。つまり、自治体には汗をか

いて、規制改革に反対する人との間の

対立点を消化していただきたいと。申請

をしてきたということは、その調整をつけ

たということであり、申請しなかった他の

地域はその努力がなかったということで

す。また、特区で試みがうまくいけば、他

の自治体が倣い、最終的に全国に広が

ることも否定していません。つまり、自治

体の努力や計画の熟度によって早くで

きるかどうかが異なるだけですから、平

等性は担保されていると考えています。

その際、一つ重要なのは、補助金を付

けたり、国として税制上の優遇措置を付

けたりといった措置を、アプリオリには付

けないと謳ったことです。同じ制度を全

国の自治体が取り入れるようになったと

き、国の財政が逼迫するわけです。補助

金を付けたり、税制の優遇措置を講じた

りして、首相が言う「地域の自助自立の

精神」という本来の意味が薄れるような

ことがあってはならないということです。

反町 社会主義国では特区という手法

もって仕事を成し遂げ、あとは行政なり

民間なりにバトンタッチということなので

しょうか？

林 特命委員会として承認した際、特

区の案について2次募集をかけることに

なりました。今後ともいろいろな調整が必

要になってくることから、それは引き続き

特命委員会でやろうということになりまし

て、組織も存続することになっています。

平等性の担保

反町 特区法の法律としての特性とい

うことですが、名称こそ「特区」ですが、

この特区の法律は、1つの自治体にのみ

適用される特別法（憲法第95条）※3では

ありませんね。つまり、特定の地域に適

用されるといっても、申請・認定という要

件が整えば、どの自治体にも適用される

ということで、一般法であるということな

のでしょうか？

林 おっしゃる通り、今回、全国に適用

※3 憲法第95条：「一の地方公共団体のみに適用さ
れる特別法は、法律の定めるところにより、その地
方公共団体の住民の投票においてその過半数の
同意を得なければ、国会は、これを制定することが
できない。」

※4 エンタープライズ・ゾーン：1980年イギリスでサッ
チャー政権が、民間活力による経済再生を掲げ、
取り入れた地域復興の施策。官民パートナーシッ
プによる都市再生の手法。

※5 ドックランズ開発：ロンドン西部のドックランズに
おけるイギリス政府主導の大規模な公共開発プ
ロジェクト。1970年代深刻な政策課題となってい
た歴史的産業地域再生の対策の一環として、
1980年「地方行政・都市計画・土地法」が制定さ
れた。それを受け、1981年民間活力を導入するた
めのコーディネーション機能を担うドックランズ開
発公社が設立された。当初の計画案は、大ロンド
ン市議会と5つの地方行政区による「ドックランズ
共同開発委員会」が1974年に策定した「ドックラ
ンズ戦略計画」で、公共住宅中心のものだったが、
次第に国際業務機能、情報都市機能の要素が加
わったものへと変貌し、当時のサッチャー政権の
民間活力活用路線の後押しも受け、壮大な国際
金融都市構想へと発展した。ドックランズを構成
する各地区は、すでに公社が主導する総合計画
の段階を終えている。

T op I  nterview
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がよく用いられていますが、先進諸国で

日本のような特区の先例はあるのでしょ

うか？

林 そういうかたちで利害を調整しなが

らいろいろな試みをしている先進国は少

なくありません。私はイギリスの例などを

勉強しましたが、「エンタープライズ・ゾー

ン」※4という制度があって、ドックランズ開

発※5もその手法によるものです。アイル

ランドにも金融特区がありますが、これは

わが国の沖縄の金融特区の一つのモ

デルです。

反町 アメリカのような連邦国家の場

合、ある意味では連邦を構成する州の

一つずつが特区のようなものですね。

林 アメリカは、連邦の裁判所制度とは

別に、さらに州ごとに裁判所の判決があ

りますが、そのように閉じた系になってい

れば、いろいろ思い切った試みができる

のですが、わが国の場合、司法が一つ

の系なわけで、整合性ということから、あ

る県だけまったく異なる法体系というわ

けにはいかないところがありますね。

構造改革特区の効果

反町 今年4月にスタートするわけです

が、特区の効果をどのように予測されま

すか？

林 本質的にGDPを何％押し上げると

いった定量的な予測は難しい制度です

し、成否は自治体が制度をいかに活用

するかにかかっているわけです。港湾に

しても、特区になって開いている時間が

長くなっただけでは意味がありません。

それをいかに経済の活性化につなげて

いくかが重要で、それはまさに地方主権

の中で自治体が考えていくことです。

反町 利用する民間の立場として法律

の内容を見ますと、細かい規則がたくさ

んあり、使い勝手がよくないのではない

かという印象を受けます。あるいは、規

制緩和といっても現状を追認しただけの

ようなものもあるようです。例えば、昨年8

月5日に出された中央教育審議会の

「法科大学院等について（答申）」では、

現在大学院大学を設置する場合は、校

地・校舎の基準面積の2分の1以上が自

己所有、あるいは地方公共団体からの

借地でなくてはならないと定めています。

しかし、法科大学院大学の設置では、校

地について参画する学校法人からの借

用で、永続的な使用保証があれば自己

所有と見なすとし、校舎については、借

用の校舎を認可するにつき、一部または

すべてが借用でも差しつかえない、といっ

たように要件を緩和しています。全国的

に設置される法科大学院大学につい

て、すでにこのような緩和措置がある以

上、特区では学校設置につき、さらなる

規制緩和を盛り込むべきです。

林 なるほど。

反町 慎重に進めていくのが日本の風

土ということかもしれませんが、さらに大

胆に事前チェックか事後チェックに切り

替えてもいいのではないでしょうか。か

つて が、儲ける者が先に儲けて

いいということを言いましたが、中国は、

極めて大胆な改革をします。先読みし

て、こういう弊害が生じるだろうから、先

に潰しておこうというかたちでなく、弊害

が出てくれば、その都度、取り除く。日本

の現状を見ますと、そのくらいドラスティッ

クな改革が必要ではないでしょうか。

林 さしもの中国も、沿海部と内陸部の

経済格差がかなり大きくなっており、今回

の全人代などを見ますと、そこは意識が

やや変わってきているようで、一緒に豊

かになろうと言い出しています。また、わが

国は成熟した経済ですから、大きなショッ

クを与える実験をするには、どうしても失

敗したときのことも考えておかなければ
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なりません。

反町 やはり、トライアルしながら調整を

していくと。

林 確かに今回の法律は、折衷案的な

面があると思います。例えば、農地を株式

会社に売ると、営利目的だから採算が合

わないとなれば、すぐに撤退してしまっ

て、結果として広大な耕作放棄地が生

まれるのではないかと。だからこそ地域

を限定して解放してみようということで

す。

反町 厚生労働の分野にしても、「省利

省益」からの抵抗という見方もあります

が、医療や福祉の規制緩和で慎重な態

度をとる態度を一概には否定できないと

いうことですね。

林 この規制をすべて外せと言う人が

いて、外したらとんでもないことになると

主張する人が机上の空論を戦わせる。

その対立が激しくなり、議論がだんだん

感情的なものになっていく。それが一番

不幸なかたちです。実際にやってみれ

ば検討材料がそろうわけで、冷静に議論

していくためにも特区は有効な手段に

なると思います。規制を緩和なり撤廃し

たときのリスクを主張される人がいるわ

けですが、地域を限定して規制改革を

実施してみて、それが杞憂にすぎないこ

とを実証する。そのように有意義に活用

していただきたいと思います。そういう

意味では、フロントランナーを生むための

法律ということになりますね。

他の措置との組み合わせ

反町 特区には財政措置などの優遇策

は講じないとのことでしたが、自治体と

しては特区という仕組みに、その他の制

度の補助金なり財政措置を組み合わせ

て、トータルなプランを作成していくこと

が必要ではないでしょうか？

林 おっしゃる通りで、それぞれの地域

で、自分たちはこういうことをしたい、そ

のためには使える補助金にはこういうも

のがあるとプランを立てていくとき、規制

が邪魔になっているのであれば、ぜひ特

区という制度を活用していただきたい。

そのようにして集中的な施策を講じるこ

とによって、新しい産業を立ち上げたり、

産学連携を進めていただいたりすること

は、こちらとしても大歓迎です。党も交付

税の算定の際、他の施策と組み合わせ

たからといって、その自治体が不利にな

る扱いは止めるようにと提言しています。

反町 これまで自治体は政府に予算を

付けてもらって、その中でやらざるを得な

い法制度になっていたわけです。そのた

めに主体的に考え、自らの責任に基づ

いて、新たなことに取り組むことには不慣

れな面もありましたが、自治体にとって特

区は今、日本に蔓延する閉塞感の一つ

の突破口、あるいは地方分権の旗印に

もなり得る制度ですね。

林 そう期待したいと思います。

反町 特区という試みの成否を決める

要素ですが、まず受け皿の自治体で言

えば、首長のリーダーシップ、職員の政策

形成能力の向上ということですね。

林 そうですね。

反町 受け皿で実際に活動する民間の

意欲がカギを握っていると思われます。

林 経済の活性化ということでは、中央

であれ、地方であれ、官主導ではなく、民

間の方々に積極的に提案していただい

たり、参加していただいたりしなくてはな

りません。そのような観点から今回の法
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律も、民間の方が、自治体に計画の作成

を提案していただける仕組みがありま

す。また、提案したにもかかわらず、計画

を作成しないときは、その理由をきちんと

説明することを自治体に義務付けてい

ます。民間の方にとってはアイデアを出

すインセンティブになるのではないかと思

います。

今回初めての試みであり、募集期間を

長くとれなかったこともあって、集まった

特区のプランには熟度にバラつきがあり

ました。練りに練ったプランもあれば、首

長に出せと言われたから慌ててまとめ

た、というレベルのものまで、正直言って玉

石混交でした。そういう意味からも、もう

少し民間のアイデアを引っ張り出すこと

も含めて、再募集しようと、党の提言とし

て打ち出したわけです。

反町 その第2次募集ですが、学校法

人や株式会社による病院の経営など大

きな論点については、すでに結論に達し

たということで、同様の提案は認めない

ということになるのですか？

林 出てきたものについては、ケース・

バイ・ケースで検討することになるでしょ

う。特命委員会で一度最終的な結論に

なっていますから、事情はまったく同じ

で、結論が変わるとなれば、前の議論は

何だったのか、というご批判を受けるこ

とになるかもしれませんが、そこは幅広

く、活発な議論を望みたいと思います。

それこそ将来的には、特区を実施したか

らこそ見えてくることもあるでしょう。

反町 施行後、参加する企業も、もう一

歩、この規制を緩和してもらえれば、とい

う意見が出てくると思われます。党として

も、そのような意見を直接企業から聴取

するルートを確保すべきではないでしょ

うか。特命委員会の方が直接ヒアリング

していただければ、使い勝手のいい制

度にしていくことができると思います。

林 そういうかたちが望ましいですね。

ゴーイングコンサーンで、いいサイクルを

つくっていきたいと思います。手続き的

にも、やってみなければ分からないとこ

ろがたくさんあるはずです。今回の法律

は、もうこれで終わり、これで完璧という

ことではありません。こうしなければ、利

害が対立して、とても規制改革の第一歩

が踏み出せなかったということです。い

わば風穴です。4月1日に制度が動き出

してから、是正すべき点が分かれば、是

正していきたいと思います。そのために

特命委員会を残しているわけですから。

反町 特区は、自治体レベルから、新規の

産業やますます成長する企業をサポー

トする素晴らしい制度だと思います。与

党のお立場から、ぜひこの制度をより実

効性あるものに育てていただきたいと思

います。本日はご多忙のところ誠にあり

がとうございました。
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